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北海道大学経営協議会 委員からの意見への対応状況（令和７年） 

１．GHGインベントリ（R7.1.17経営協議会） 
「GHGを見える化したので、どの部分の何を削減するのがよいかと併せて、カーボンプライシング
にプラスになる研究林の CO₂吸収も踏まえて、カーボンニュートラルの実現に向けた検討を進めて
いただきたい。 

【本学の状況】 
令和７年度中にカーボンニュートラル達成に向けた数値目標を設定する予定であり、併せて、GHG

インベントリを基盤とした「北海道大学 Climate Action Plan」を策定することとしています。この計
画では、本学の GHG排出に関連する基盤的活動や各事業活動に対し、脱炭素の視点からガイドライン
等の形で指針を示すことで、目標達成に向けた行動変容を促し、各部局等へ必要な支援を行う予定で
す。
また、事業者が所有するCO₂吸収量の算定・報告手法については、国においてもその手法が確立して

いない状況です。このことから、本学の研究成果を活用した新たな測定方法等を、所管省庁である環境
省や、林野庁に対して提案するなど、カーボンニュートラルの実現に向けた検討と取組を進めていま
す。 

２．社会連携（R7.1.17経営協議会） 
自治体との協定では、本学の教育研究資産を最大限に活用し、北大が持つ誇らしい発展的なテーマ
を見出していただきたい。  

【本学の状況】 
自治体連携のさらなる推進・深化に向け、令和 7年 6月 21日（土）に、包括連携協定を締結済みの

北海道庁、札幌市、函館市を含め、各自治体と共同でシンポジウムを開催し、同日に「北海道大学・自
治体連携フォーラム」を立ち上げました。これにより、自治体単独では対応困難な課題に多角的・専門
的なアプローチが可能となり、課題解決・北海道全体の活性化に貢献するとともに、自治体と連携して
学際的に多様な課題解決に取り組むことで、本学の総合力（教育・研究・経営）を向上させるという好
循環を狙っています。 

３．社会連携（R7.1.17経営協議会） 
北海道の産業、食と観光、特に昆布の養殖についても、企業との連携を深めながら北大の取り組みを
PRしていくことが重要である。  

【本学の状況】 
令和 7年 6月 20日（金）、産学連携学会及び水産科学研究院が主催・共催となり、「地域幸福度（Well-

being）の向上を目指した社会の実現に向けた産学官連携体制の構築」をメインテーマとする産学連携
学会第 23回大会函館大会を開催しました。本大会には 400名を超える参加者があり、産学官金関係機
関及び一般参加者にも開かれた公開オーガナイズドセッション「函館マリカルチャープロジェクト成
果報告会」において、コンブ養殖研究を含む成果報告を行いました。 
◯産学連携学会第 23回大会函館大会
○「函館マリカルチャープロジェクト」成果報告会

https://www2.fish.hokudai.ac.jp/rfc/news/20250708.html
https://mariculture.marine-hakodate.jp/news/250626/
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４．大学病院（R7.3.13経営協議会） 
医療機関では診療報酬や薬価が国で定められているため、収入の大きな柱を調整できず、また、コス
トダウンも限界がある。社会全体の医療機関で利益が出ていないのであれば、国が診療報酬や薬価
に手を付けない限り赤字は解消されない。適切なコストを価格に反映することを社会全体で共有し、
広い議論が必要である。

【本学の状況】 
近年の厳しい経営状況を踏まえ、速やかに実行可能な各種増収策に着手するとともに、国、厚生労働

省、文部科学省、北海道等、関係機関の担当者等(議員、行政官など)に対し、病院長を中心に、総長・
理事も一体となって、自ら多様な接見、折衝を展開しています。また、国立大学病院長会議においても、
病院長自ら国立大学病院がおかれる窮状・課題を積極的に発言・議論しており、その影響は、10 月の
国立大学病院長会議「国立大学病院の経営危機に関する緊急要望」に結実しているものと考えていま
す。 

５．本学を取り巻く財務状況（R7.6.16経営協議会） 
宇宙開発事業や、食などの 1 次産業に関する分野については、本学の強みであると同時に北海道の
魅力を高めることになるため、現時点の取り組みを維持、向上させ、さらに当該事業へ取り組んでい
ただきたい。 

【本学の状況】 
宇宙関連研究に携わる教員が情報を共有し、教育・研究活動の連携を図る場として令和 6 年 9 月に

設立した「北海道大学宇宙研究フォーラム」の活動の一環として、令和７年 10月に、国際的な高等教
育機関である国際宇宙大学（米国）のエグゼクティブ・スペース・コースを本学に招致し、日本国内で
初めて開催しました。 
また、令和７年４月に本学の共同プロジェクト拠点として発足した「リジェネラティブ農林水産研究

拠点（IRAFF）」では、環境再生と農業者・漁業者の生産性・収益性の向上を同時に実現する新たな食
料生産システムの開発を目指しており、令和 7 年 8 月に企業や自治体の関係者も招いたキックオフシ
ンポジウムを開催しています。

６．統合報告書（R7.9.26経営協議会） 
ビジョンを表す図が大学関係者向けと一般向けの２種類使われているが、重要キーワードは一般向
けの図にも示したほうがよいと感じる。また、すべてのステークホルダーを対象とした情報を統合
報告書に盛り込むことは難しいと感じるため、ターゲットとする層ごとに伝えたいストーリーを明
確化し、発信していくことが重要である。  

【本学の状況】 
令和８年度の統合報告書の制作にあたっては、HU VISION 2030 の重要なキーワードを価値創造プロ

セスの図にも盛り込み、一般の方にも両図の関係がわかりやすいよう連動させる形で作成すること、ま
た、ターゲット層ごとに伝えるべき情報を整理し、限られた誌面で多様なステークホルダーに効果的に発
信する方法について検討を進めています。

https://u4u.oeic.hokudai.ac.jp/wp-content/uploads/2025/07/20250805_IRAFF%E3%82%AD%E3%83%83%E3%82%AF%E3%82%AA%E3%83%95%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%83%9D%E3%82%B8%E3%82%A6%E3%83%A0pos_3.pdf
https://u4u.oeic.hokudai.ac.jp/wp-content/uploads/2025/07/20250805_IRAFF%E3%82%AD%E3%83%83%E3%82%AF%E3%82%AA%E3%83%95%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%83%9D%E3%82%B8%E3%82%A6%E3%83%A0pos_3.pdf

